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経済財政諮問会議(平成21年第9回)議事次第

平成21年4月7日(火曜日) 17時30分～18時20分 
官邸4階大会議室

  

 

議事

(1) 経済危機克服の道筋

(2) 経済危機克服のための「有識者会合」への対応

議事次第(PDF:79KB)

説明資料

●     経済危機克服のための道筋について（II）（有識者議員提出資料）(PDF:409KB) 
●     経済危機克服のための「有識者会合」提言概要（内閣府）(PDF:167KB) 
●     「有識者会合」での提言の「対策」等への活用について（有識者議員提出資料）(PDF:125KB) 

配付資料

●     経済危機克服のための「有識者会合」84名の発言のポイント（内閣府）(PDF:574KB) 
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経済財政諮問会議(平成21年第10回)議事次第

平成21年4月17日(金曜日) 18時05分～18時50分 
官邸4階大会議室

  

 

議事

(1) 「経済危機対策」について

(2) 「未来開拓戦略」について

(3) 「安心実現集中審議」について

議事次第(PDF:72KB)

説明資料

●     中長期的な財政健全化に向けて（有識者議員提出資料）(PDF:235KB) 
●     未来開拓戦略の概要（二階議員提出資料）(PDF:61KB) 
●     安心実現集中審議に向けて（有識者議員提出資料）(PDF:274KB) 

配付資料

●     「経済危機対策」－骨格－（内閣府）(PDF:143KB) 
●     経済危機対策（平成21 年４月10 日「経済危機対策」に関する政府・与党会議、経済対策閣僚会議合同会議決

定）(PDF:697KB) 
●     未来開拓戦略の概要（参考資料）（二階議員提出資料）(PDF:62KB) 
●     未来開拓戦略（J リカバリー・プラン）（内閣府・経済産業省）(PDF:407KB) 
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経済財政諮問会議(平成21年第11回)議事次第

平成21年4月22日(水曜日) 18時30分～19時15分 
官邸4階大会議室

  

 

議事

(1) 安心実現集中審議：その1 

議事次第(PDF:81KB)

説明資料

●     安心社会に向けて（総論）（有識者議員提出資料）(PDF:185KB) 
●     経済危機対策における格差是正策等について（与謝野議員提出資料）(PDF:1,017KB) 

配付資料

●     （別紙）所得格差の現状について（有識者議員提出資料）(PDF:488KB) 
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経済財政諮問会議(平成21年第12回)議事次第

平成21年5月19日(火曜日) 18時00分～19時30分 
官邸４階大会議室

  

 

議事

(1) 規制・制度改革

1.  規制・制度改革について 
2.  高度人材の受入について 

(2) 安心実現集中審議：その2－「安心」と「活力」を両立させる具体策

議事次第(PDF:108KB)

説明資料

●     各府省をまたがる規制・制度改革の推進に向けて（有識者議員提出資料）(PDF:317KB) 
●     規制改革の推進について（甘利臨時議員提出資料）(PDF:173KB) 
●     規制改革の重点取組課題（草刈規制改革会議議長提出資料）(PDF:164KB) 
●     「高度人材受入推進会議」～これまでの検討状況について～（田中高度人材受入推進会議議長提出資

料）(PDF:209KB) 
●     外国高度人材誘致戦略の策定・実行を（有識者議員提出資料）(PDF:149KB) 
●     「安心」と「活力」を両立させる生活安全保障の確立に向けて～優先的に取り組むべき政策ターゲットと方針

～（有識者議員提出資料）(PDF:247KB) 
●     社会保障の機能強化に向けた取組について（舛添臨時議員提出資料）(PDF:319KB) 
●     教育の充実を通じた安心社会の実現について（塩谷臨時議員提出資料）(PDF:286KB) 
●     今後の少子化対策について＜希望するだけ子どもが持てる社会の実現に向けて、社会全体で子育てを支えよう

＞（小渕臨時議員提出資料）(PDF:205KB) 

配付資料

●     米国出張報告（岩田議員提出資料）(PDF:291KB) 
●     第２回エコノミストヒアリング（報告）（岩田議員、吉川議員提出資料）(PDF:226KB) 
●     「高度人材受入推進会議」～これまでの検討状況について～参考資料（田中高度人材受入推進会議議長提出資

料）(PDF:281KB) 
●     （別紙）若年層における所得格差等について（有識者議員提出資料）(PDF:394KB) 
●     社会保障の機能強化に向けた取組について（参考資料）（舛添臨時議員提出資料）(PDF:1.3MB) 
●     教育の充実を通じた安心社会の実現について（参考資料）（塩谷臨時議員提出資料）(PDF:579KB) 
●     今後の少子化対策について＜参考資料＞（小渕臨時議員提出資料）(PDF:414KB) 
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経済財政諮問会議(平成21年第13回)議事次第

平成21年5月21日(木曜日) 17時15分～18時00分 
官邸４階大会議室

  

 

議事

(1) 安心実現集中審議：その３－安心保障政策の具体化 

議事次第(PDF:82KB)

説明資料

●     社会保障の機能強化に向けた今後の取組～「社会保障の機能強化の工程表」を中心に～（舛添臨時議員提出資
料）(PDF:367KB) 

●     安心保障政策の具体化と安定財源の確保に向けて（有識者議員提出資料）(PDF:219KB) 

配付資料

●     社会保障の機能強化に向けた今後の取組～「社会保障の機能強化の工程表」を中心に～（参考資料）（舛添臨時
議員提出資料）(PDF:1.0MB) 
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経済財政諮問会議(平成21年第14回)議事次第

平成21年5月29日(金曜日) 18時00分～18時30分 
官邸４階大会議室

  

 

議事

(1) 安心実現集中審議：その４－とりまとめ 

議事次第(PDF:82KB)

説明資料

●     安心と活力が両立する社会の実現に向けて（有識者議員提出資料）(PDF:496KB) 
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経済財政諮問会議(平成21年第15回)議事次第

平成21年6月3日(水曜日) 18時25分～19時55分 
官邸４階大会議室

  

 

議事

(1) 財政健全化目標の論点

(2) 農政改革 

議事次第(PDF:84KB)

説明資料

●     「平成 22年度予算編成の基本的考え方について」ポイント（与謝野議員提出資料）(PDF:94KB) 
●     財政健全化目標の議論に向けた論点（有識者議員提出資料）(PDF:154KB) 
●     農政改革の展開方向（石破臨時議員提出資料）(PDF:449KB) 
●     農政改革について（有識者議員提出資料）(PDF:150KB) 

配付資料

●     「平成 22年度予算編成の基本的考え方について」ポイント（与謝野議員提出資料）(PDF:170KB) 
●     平成22年度予算編成の基本的考え方について（財政制度等審議会） 
●     諸外国の財政再建計画（内閣府）(PDF:376KB) 
●     農政改革の展開方向（参考資料）（石破臨時議員提出資料）(PDF:913KB) 
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経済財政諮問会議(平成21年第16回)議事次第

平成21年6月9日(火曜日) 17時15分～18時15分 
官邸4階大会議室

  

 

議事

(1) 財政健全化目標の在り方

(2) 「基本方針2009」及び「中期プログラム」（一部改正）に向けて 

議事次第(PDF:88KB)

説明資料

●     新たな財政健全化目標について（有識者議員提出資料）(PDF:187KB) 

●     経済財政の中長期試算（有識者議員提出資料参考）(PDF:199KB) 
●     基本方針2009（素案）(PDF:581KB) 
●     持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた「中期プログラム」（一部改正）（素案）(PDF:460KB) 
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経済財政諮問会議(平成21年第17回)議事次第

平成21年6月16日(火曜日) 18時30分～19時00分 
官邸4階大会議室

  

 

議事

(1)「基本方針2009」及び「中期プログラム」（一部改正）に向けて 

議事次第(PDF:88KB)

説明資料

●     経済財政改革の基本方針 2009 ～安心・活力・責任～（原案）(PDF:694KB) 
●     当面の「最優先課題」（府省に広くまたがる横断的課題）(PDF:114KB) 
●     持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた「中期プログラム」（一部改正）（原案）(PDF:407KB) 

配付資料

●     第 28回地域経済産業調査結果の概要（全体総括）（二階議員提出資料）(PDF:178KB) 
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経済財政諮問会議(平成21年第18回)議事次第

平成21年6月23日(水曜日) 17時15分～17時35分 
官邸4階大会議室

  

 

議事

(1) 「基本方針2009」及び「中期プログラム」（一部改正）について 

議事次第(PDF:84KB)

説明資料

●     経済財政改革の基本方針 2009 ～安心・活力・責任～(PDF:636KB) 
●     持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた「中期プログラム」（一部改正）（案）(PDF:457KB) 

配付資料

●     内閣総理大臣からの諮問第 26号について(PDF:28KB) 
●     「経済財政改革の基本方針2009」の概要(PDF:278KB) 
●     「経済財政改革の基本方針2009」のポイント(PDF281KB) 
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経済財政諮問会議(平成21年第19回)議事次第

平成21年6月26日(金曜日) 17時00分～17時30分 
官邸4階大会議室

  

 

議事

(1) 今後の経済動向と「22年度予算の全体像」について 

議事次第(PDF:76KB)

説明資料

●     平成 22年度予算の全体像に向けて（有識者議員提出資料）(PDF:221KB) 
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http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2009/0626/agenda.html
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http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2009/0626/report.html
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2009/0626/item0.pdf
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経済財政諮問会議(平成21年第20回)議事次第

平成21年7月1日(水曜日) 16時00分～16時20分 
官邸4階大会議室

  

 

議事

(1) 「22年度予算の全体像」について

(2) 平成22年度概算要求基準について

議事次第(PDF:79KB) 

説明資料

●     平成21年度経済動向試算（内閣府試算）について（内閣府）(PDF:129KB) 
●     平成22年度マクロ経済の想定（有識者議員提出資料）(PDF:186KB) 
●     平成22年度予算の全体像(PDF:190KB) 
●     平成22年度概算要求基準について（与謝野議員提出資料）(PDF:406KB) 
●     平成22年度の地方財政措置について（佐藤議員提出資料）(PDF:289KB) 
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http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2009/0701/item0.pdf
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2009/0701/item1.pdf
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2009/0701/item2.pdf
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http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2009/0701/item5.pdf


経済財政諮問会議(平成21年第21回)議事次第

平成21年7月17日(金曜日) 9時15分～9時55分 
官邸4階大会議室

  

 

議事

(1) 危機克服への道筋とリスクへの対応について 

議事次第(PDF:89KB)

説明資料

●     危機克服への道筋とリスクへの対応（有識者議員提出資料）(PDF:278KB) 
●     地方公共団体における平成２１年度補正予算の対応について（佐藤議員提出資料）(PDF:121KB) 
●     経済対策の進捗状況（二階議員提出資料）(PDF:225KB) 
●     現下の雇用失業情勢と雇用対策の実施状況について（舛添臨時議員提出資料）(PDF:343KB) 

配付資料

●     高知県における取組例（有識者議員提出資料）(PDF:394KB) 
●     昨年来の経済対策と効果（内閣府）(PDF:563KB) 
●     現下の雇用失業情勢と雇用対策の実施状況について（参考資料）（舛添臨時議員提出資料）(PDF:668KB) 

1804

http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2009/0717/shimon-s.pdf
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2009/0717/agenda.html
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2009/0717/interview.html
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2009/0717/report.html
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2009/0717/item0.pdf
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2009/0717/item1.pdf
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2009/0717/item2.pdf
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2009/0717/item3.pdf
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2009/0717/item4.pdf
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2009/0717/item5.pdf
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2009/0717/item6.pdf
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2009/0717/item7.pdf


15 道州制ビジョン懇談会
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トップページ>政策課題>道州制ビジョン懇談会

道州制ビジョン懇談会（第30回）議事次第 

平成21年5月18日（月） 
17時00分～19時00分 

中央合同庁舎第4号館4階 
共用第4特別会議室

1.  開会 

2.  議事  
（１）「四国から見た道州制についての基本的考え方」について（山下委員）  
（２）道州制工程表について 

3.  閉会 

（配布資料） 
資料　１ー１ 四国から見た道州制についての基本的考え方 

（平成21年3月　四国経済連合会）
資料　１－２ 四国から見た道州制についての基本的考え方(骨子)
資料　１－３ 四国州の未来像
資料　２ 道州制がめざす将来の日本の姿（北陸経済連合会）
資料　３ 道州制工程表について（江口座長私案）（予定）
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トップページ 

 
道州制ビジョン懇談会区割り基本方針検討専門委員会　議事次第

 
平成21年6月15日（月） 

13時00分～15時00分 
中央合同庁舎４号館２階 

共用第３特別会議室 

 
１． 開会
　
２． 議事
　

（１） 松原 宏　東京大学大学院総合文化研究科教授より御説明
（２） 諸外国の広域自治体等について
（３） 日本地誌研究所による日本の地理区の思想について
（４） 各府県の沿革について
（５） 埼玉県等と他都府県との旅客純流動等について
（６） 民間企業のサービスエリア等について
（７） 意見交換

　
３． 閉会
　

（配布資料）
資料１ 　松原教授の御説明資料
資料２ 　日本及び諸外国の広域自治体の規模
資料３ 　アメリカの州ごとの人口・面積・ＧＤＰについて
資料４ 　イタリアの州・県のテリトリーの考え方について
資料５ 　ドイツの州再編案(1972年及び90年)について
資料６ 　日本地誌研究所による日本の地理区の思想について
資料７ 　各府県の沿革について
資料８ 　埼玉県等と他都府県との旅客純流動等について
資料９ 　民間企業のサービスエリア等について
資料１０ 　スケジュールについて
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http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/doushuu/kuwari/dai6/siryou7.pdf
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トップページ 

 
道州制ビジョン懇談会税財政専門委員会（第６回）議事次第

 
平成21年6月18日（木） 

10時00分～12時00分 
中央合同庁舎4号館4階 

共用第2特別会議室 

 
１． 開会
　
２． 議事
　

（１）中田横浜市長からのプレゼンテーション
（２）土野委員からのプレゼンテーション
（３）意見交換

　
３． 閉会
　

（配布資料）
資料１－１・１－２ 　中田横浜市長提出資料
資料２ 　土野委員提出資料
資料３ 　スケジュールについて
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トップページ>政策課題>道州制ビジョン懇談会

道州制ビジョン懇談会（第31回）議事次第 

平成21年7月13（月） 
17時00分～19時00分 

中央合同庁舎第4号館4階 
共用第4特別会議室

1.  開会 

2.  議事  
（１）「中部州の姿」について  
（２）「九州が目指す姿、将来ビジョン」について  
（３）工程表について 

3.  閉会 

（配布資料） 
資料　１ 道州制協議会の開催について
資料　２－１ 「中部州の姿－住みやすい地域・働きやすい地域No.1を目指して－」 

(平成21年３月　(社)中部経済連合会)
資料　２－２ 提言「中部州の姿」について
資料　３－１ 「九州が目指す姿、将来ビジョン」及び「住民及び国の関心を高めるためのＰ

Ｒ戦略」について
資料　３－２ 九州地域戦略会議　「九州が目指す姿、将来ビジョン」の概要について
資料　４ 道州制ビジョン懇談会における工程表（プロセス）に関する議論
資料　５ 道州制ビジョン懇談会　今後の検討スケジュール案
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トップページ ＞ 政策課題 ＞ 道州制ビジョン懇談会 ＞ 道州制ビジョン懇談会 税財制専門委員会

 
道州制ビジョン懇談会税財政専門委員会（第７回）議事次第

 
平成21年7月28日（火） 

13時00分～15時00分 

中央合同庁舎4号館2階 

共用第3特別会議室 

 
１． 開会

　

２． 議事

　

（１）持田委員長代理からの論点整理

（２）意見交換

　

３． 閉会

　

（配布資料）

資料１ 　持田委員提出資料

資料２ 　道州制ビジョン懇談会　今後の検討スケジュール案 

（第31回道州制ビジョン懇談会・資料５） 
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トップページ ＞ 政策課題 ＞ 道州制ビジョン懇談会 ＞ 区切り基本方針検討専門委員会 

道州制ビジョン懇談会区割り基本方針検討専門委員会　議事次第

平成21年8月3日（月） 

15時00分～17時00分 

中央合同庁舎４号館４階 

共用第２特別会議室 

１． 開会

　

２． 議事

　

（１） 諸外国の広域自治体等について

（２） 埼玉県等と他都府県との旅客純流動等について

（３） 「経済的・財政的自立が可能な規模」について

（４） 松原 宏　東京大学大学院総合文化研究科教授より御説明

（５） 埼玉県等と他都府県との旅客純流動等について

（６） 意見交換

　

３． 閉会

　

（配布資料）

資料１ 松原教授の御説明資料

資料２ 日本及び諸外国の広域自治体の規模 （再提出資料）

資料３ 埼玉県等と他都府県との旅客純流動等について（再提出資料）

資料４ 「住民が帰属意識を持てるような地理的一体性」に関するデータについて

（平成21年2月23日第４回道州制ビジョン懇談会区割り基本方針検討専門委
員会机上配布資料の抜粋）
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資料５ 「経済的・財政的自立が可能な規模」に関するデータについて（平成21年2

月23日第４回道州制ビジョン懇談会区割り基本方針検討専門委員会机上配布
資料の抜粋）
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トップページ>政策課題>道州制ビジョン懇談会>道州制ビジョン懇談会 開催状況

道州制ビジョン懇談会（第32回）議事次第 

平成21年8月4日（火） 

17時00分～19時00分 

中央合同庁舎第4号館4階 

共用第２特別会議室

1.  開会 

2.  議事  

（１）九州シンポジウム報告について  

（２）北陸経済連合会からの報告について  

（３）基礎自治体について 

3.  閉会 

（配布資料） 

資料　１ 九州シンポジウム報告資料

資料　２－１ 北陸経済連合会報告資料 道州制の導入について(概要版)

資料　２－２ 北陸経済連合会報告資料 道州制の導入について
資料　２－３ 北陸経済連合会報告資料 道州制に関するアンケート(概要版)

資料　３－１ 道州制ビジョン懇談会において出された主な意見（基礎自治体関連）

資料　３－２ 道州制ビジョン懇談会中間報告（平成20年3月24日）（抄）
資料　３－３ 道州制ビジョン懇談会　集中審議における論点整理（報告）（平成21年2月19

日）（抄）

資料　３－４ 第２９次地方制度調査会「今後の基礎自治体及び監査・議会制度のあり方に関

する答申」（抄）

資料　３－５ 全国知事会・全国市長会・全国町村会の意見について

資料　４ 今後のスケジュール
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道州制ビジョン懇談会 中間報告後の主な意見 

 
 

１ 道州制の理念と目的                                       

 

・道州制の導入は、単に都道府県を合併するものではなく、明治以来の強固な中央

集権型の統治機構全体を抜本的に再編成するものであり、内政に関する企画立案

機能を含む権限を国から地方に移譲し、中央省庁本省の組織をスリム化・再編し、

地方出先機関を廃止することを基本とすべきではないか。 

・道州制の導入により、東京一極集中を是正し、さらには多極・自立型の国家体制

を構築していくことが必要ではないか。さらには、広域的行政課題への積極的な

対応のためにも道州制の導入を目指していくべきではないか。 

・貿易ルールや外国租税の調整、あるいは自国製品の競争力の維持、環境保護に関

する産業の問題など、国家の交渉力によって解決すべき課題が増えてきており、

国家としての縦串をしっかりと維持した上で、集権と分権のバランスを再構築す

る必要があるのではないか。 

・地方自立の名のもとで地方を切り捨てるようなことは絶対にあってはならず、ま

た、国と地方が敵対をして分裂国家となるような事態も避けなければならないの

ではないか。 

 

２ 制度設計の基本的な考え方                  

 

・早期の道州制移行を実現するために、現行憲法の枠内で制度設計すべきでないか。 

・国民は北欧型のセーフティネット社会を望んでいるのであり、これを踏まえて国

のかたち、国の役割について議論していくべきではないか。 

・道州制の導入によって大都市部と地方の格差、あるいは道州内格差が拡大しない

ように制度設計すべきではないか。その制度設計にあたっては、基礎自治体間の

連携・補完の仕組み、具体的には、定住自立圏構想や広域事務組合などを活用す

べきではないか。 
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３ 国、道州、基礎自治体の役割と権限                         

 

＜役割分担について＞ 

・中間報告に国の役割として挙げられている１６項目については限定列挙とする意

見と１６項目は例示であり、さらに役割分担を考えていくべきとの意見があった。 

・例えば、国土政策、農林政策、教育等は国・地方が協力して対処する問題が多い。

相互補完的な分野も多いので、関係者の意見を丁寧に聞き取って議論をしていく

べきではないか。 

・生活保護は憲法上国の責任であり、国税から基礎自治体を通じて支給すべきでは

ないか。 

・年金、医療保険などは基礎自治体を中核として考えるべきではないか。あわせて

道州及び国の助成について検討すべきではないか。 

・年金、医療保険は国の役割とすべきではないか。 

・年金については国の役割とし、生活保護、医療保険については、道州又は基礎自

治体の権限とすべきではないか。 

・広域犯罪対策（日本版ＦＢＩ）は必要だが、その他の警察治安は道州に一元化す

べきではないか。 

・防衛について、沖縄には基地の問題があり、国と沖縄の役割分担の議論をしてい

くべきではないか。 

・国の役割を国防、外交、通貨管理など、国家の存立にかかわるものに限定し、法

律でこれを列挙すべきではないか。 

・役割とされた事務については、道州も基礎自治体も企画立案から執行まで一貫し

て行うこととすべきではないか。 

・経済危機などへの対応は国の役割とすべきではないか。そのための財源の確保は

必要ではないか。 

 

＜その他＞ 

・ナショナルミニマムについて、さらに議論をしていくべきではないか。 

・中間報告４(５)の「国・道州連絡協議会」の肉付けが必要ではないか。 

・「権限無きところに組織無し」の原則に従って、国の組織の概要を決める必要が

あるのではないか。 

・基礎自治体の具体的な役割や権限については、道州政府に制度設計を委ねること

- 2 - 

1815



とすべきか。あるいは委ねないこととすべきか。 

・基礎自治体の役割については補完性の原理、近接性の原理にもとづき、最も身近

な政府が内政の大半を担うという考え方の下に制度設計すべきではないか。 

・基礎自治体の単位については、医療福祉サービスをきめ細かく提供できる規模と

すべきではないか。 

・小規模な基礎自治体について、合併や広域連合等に頼らなくても、周辺自治体と

の協働により行政サービスの提供は道州制下でも可能になるのではないか。 

・地域の多様性や個性を生かすために、小規模な自治体においては、隣接自治体と

の事務共同化や広域自治体からの事務支援などの体制を整え、地域のコミュニテ

ィーが維持できるように制度設計すべきではないか。 

・道州制の導入により道州の権限が大きくなることを見据えて、今の内からできる

だけ基礎自治体への権限移譲を進めていくべきではないか。 

 

４ 道州の組織等                                   

 

・道州制実施後も現在の府県単位の「文化事務組合（仮称）」を残し、文化事業、

行事・催事などを管轄すべきでないか。 

・地方議会は住民自治の担い手としてさらに高い問題解決能力を備えるべきではな

いか。 

・大都市自治体が基礎自治体として対人行政サービスをしっかり提供できる仕組み

を整えるべきではないか。 

・州の首長の重責を考えると、それに対応する選挙制度の見直しが必要ではないか。

例えば選挙期間の長期化やインターネットの活用を可能とすべきではないか。 

・道州首長のリコール、道州議会の解散など、住民の意思を直接問う制度も盛り込

むべきではないか。 

 

５ 道州制における税財政制度                             

 

＜道州間の財政調整について＞ 

・財政調整は水平調整で考えるべきではないか。道州間調整は、道州間調整財源を

確保し、道州間協議で行うべきではないか。 

・理念・理想としては水平調整であるが、国民の最低限の生活保障などを考えると、

実務的には水平的な調整は困難であり、垂直的な調整が必要ではないか。 
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・垂直でもない、水平でもない、財政調整の方法を考えるべきではないか。 

・このような議論は最終取りまとめに盛り込まなくても、将来、議論を詰めれば良

いのではないか。 

 

＜税財政制度について＞ 

・国税の根幹は法人税、道州税の根幹は所得税、基礎自治体税の根幹は財産課税及

び酒税、たばこ税等の消費に課し、道州間調整財源は燃料税をあて、消費税は原

則として国・道州・基礎自治体および調整財源にあてるべきでないか。 

・現行の国税である消費税、所得税のかなりの部分を道州、基礎自治体に移譲すべ

きでないか。 

・道州税・市町村税は、地域偏在が小さく、かつ安定性のある税目を中心に構築し、

できるだけ地域間の税収格差を是正すべきではないか。 

・法人税は一定の割合を道州へ移譲するよう検討すべきでないか。 

・国・道州・基礎自治体への税目の割り振りは、財政の所得再分配機能をどこが担

うのかによって変わってくるのではないか。 

・道州に配分される税目についての税率等に関する道州の裁量を拡大するなど、課

税自主権を拡大すべきでないか。 

・課税自主権を発揮できる（地域間競争で税率を下げられる）のは、税源が十分に

ある東京を中心とした大都市圏のみなのではないか。 

・国、道州、基礎自治体、道州間調整財源の割合を概ね３：３：３：１とすべきで

はないか。 

・国から地方へ移管する事務・事業の内容が決まっておらず、国、道州、基礎自治

体、道州間調整財源の配分比率などは決められないのではないか。 

・財源保障・財政調整のしくみとあわせて各道州の特性に応じた基幹産業の育成に

よって税源を涵養する方策を講じておくことも重要かつ有効であり、道州制が我

が国に根付くまでの過渡期においては、これを国策として行うべきではないか。 

・徴税は社会保険料などと共に道州で一元徴収して分配するべきでないか。 

・税源移譲に伴う地域間の財源の偏在を是正するために、地方共同財源を創設すべ

きではないか。 

・ナショナルミニマムの実現や最低限の生活保障、具体的には社会保障・義務教育・

警察といった基礎的な行政サービスについては、国が財政的な責任を負うべきで

はないか。 

・国が財政的な責任を負う場合には、国が財源を確保した上で、人口や年齢構成と

いった客観的な指標に基づいて各道州に交付すべきではないか。 

・制度設計にあたっては、国土の均衡ある発展をめざして、外海離島を抱える地域
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に対して適切な財源保障措置がなされるべきではないか。 

 

＜道州債について＞ 

・国及び道州の起債はそれぞれの判断により市場で行うべきではないか。日本銀行

との調整は「国・道州調整会議」で行うべきではないか。 

 

＜国の資産及び債務の取り扱いについて＞ 

・国の資産は国の権限に必要なもの以外は道州に「時価」で売却し、道州は道州債

を発行してこれを買い取るべきでないか。道州は国より買い取った資産を基礎自

治体や民間に転売等できるようにするべきでないか。 

・国の資産を道州が道州債を発行して買い取るという方策は、国の借金を道州に押

し付け、既発の地方債への影響が大きいうえに、同じことが都道府県から市町村

に行われるとすれば、財政力の弱い市町村は財政的にやっていけないのではない

か。 

 

６ 道州の区域                                    

 

＜道州の区域について＞ 

・道州の区割りの基本方針については、①経済的、財政的自立が可能な規模、②住

民が帰属意識をもてるような地理的一体性、③歴史・文化・風土の共通性、④生

活や経済面での交流、を基本的な考慮事項とし、⑤官民による広域ブロックの政

策主体のエリア、についても副次的に考慮すべきである。 

 ・幅広く国民各界各層の意見を反映すべきである。 

 ・具体的な区域を定める際には、以下を考慮すべきである。 

  ①その道州の住民の意思を可能な限り尊重すること 

  ②道州の区域の設定は法律によること 

  ③道州制移行後においても区域の修正を可能とすること 

・具体的な道州の区割りについては、道州制基本法に基づくスケジュールを踏まえ

て最終的な段階で行うべきである。 

 

＜東京の取り扱いについて＞ 

・東京が南関東州に入れば道州間格差は著しく大きくなる。住民数に比して全国機

能の比率が著しく高い１０区（中央・品川・渋谷・港・新宿・千代田・文京・台

東・墨田・江東）ほどを国直轄州とし、首長は政府任命（国会承認人事）とすべ

きではないか。 
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・東京の扱いについても考える必要はあるが、首都圏連合を見ていても非常に困難

であり、今結論を出さなくてもいいのではないか。 

 

＜州都について＞ 

・州都はアメリカの各州を参考にして、小規模都市に置くべきではないか。その場

合、州事務所は分散型とし、州都の人口は１０万人を超えないように心がけるべ

きではないか。 

・州都についてはその州において独自に考えるべきではないか。 

 

＜その他＞ 

・道州の区域の具体的な決定は３～４年後とすべきではないか。 

・区割り基本方針検討専門委員会で奄美のヒアリングをすべきではないか。 

・首都圏・東京をのぞき、都市州は採用しないこととすべきではないか。 

・現座の政令市を都市州として独立させるべきではないのではないか。基礎自治体

の１つとして扱うべきではないか。 

 

７ 道州制の導入プロセス                               

 

＜道州制基本法の骨子となるべき事項について＞ 

 ・道州制基本法の骨子としては、次のような点を盛り込むべきではないか。 

①わが国の中央集権体制を転換し、時代に適応した新しい国のかたちをつくるこ

とを目的とするものであること 

②道州制とは、次の事項を満たすものであること 

 ｱ)地方分権を極限まで推進し、自己決定・自己責任のもと、地域が主体となっ

て、地域住民のニーズ、切実な要望にきめ細かく応えられる統治体制とする

こと 

 ｲ)国民一人ひとりが自助の精神をもち、地域の政治・行政に主体的に参加し、

みずからの創意と工夫と責任で地域の特性に応じた地域づくりを行える統治

体制であること 

 ｳ)補完性の原則、近接性の原則に基づく統治体制であること 

 ｴ)国の権限や機能が真に国家としての存立に必要な分野に限定される統治体制

であること。また、国と道州と基礎自治体は上下関係ではなく、平等の役割

分担の統治体制であること 

 ｵ)既存の国の地方出先機関や都道府県の合併、再編を前提とせず、真に地域の

生活や振興、地域住民が納得し満足する国のかたちを形成する統治体制であ
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ること 

 ｶ)国、道州、基礎自治体は、それぞれの役割に応じた財政需要を賄うに足る税

源を持ち、また、道州間の財政調整にも配慮すること 

・道州制基本法を策定する場合には、次の点を明記すべきではないか。 

①道州制の基本概念＝目指すべき道州制は「地域主権型道州制」であり既存の都

道府県の合併ではなく、国の権限や機能を、真に国家に必要な分野に限定する

こと 

②地方自治の基本は、基礎自治体（市区町村）である。道州は、広域補完体とし

て機能すること 

③国と道州とは、原則として平等の自立した存在であること 

④国、道州、基礎自治体、道州間調整財源の割合を概ね３:３:３:１とすること 

・基本法の骨子には、財源配分の割合は入れるべきではないのではないか。 

 

＜その他＞ 

・道州制の制度設計については法律に基づく検討機関を設置すべきでないか。その

際、検討機関には地方自治体や地域の経済団体はじめ各界の代表をメンバーに加

えるだけではなく、地方での公聴会や世論調査を繰り返し行うなど、国民的な議

論を喚起し、地方の「生の声」を十分に取り入れるべきではないか。また、道州

制が実現した後も、国と地方が対等な関係で意見調整できる場が必要ではないか。 

・道州制特区制度の積極的な活用により、実践を積み重ね、１０年後の道州制導入

に向けた準備工程の第１段階とするとともに、本懇談会と地方分権改革推進委員

会とが知見を共有し、中央政府と地方政府の役割分担の内容を明確化すべきでは

ないか。 

・道州制の導入にあたっては、一定の経過期間を設け、最終的には日本全国に道州

制を導入するという前提で、それらの時期的な目標とそれに向けた「検討期限」

を定めるべきではないか。 

・小規模な基礎自治体の行政能力の強化が、道州制を導入するために重要ではない

か。 

・道州制移行前に、社会インフラを、国及び地方自治体の責任で一定の水準まで整

備すべきではないか。 

・県単位で事業を展開している企業の懸念を払しょくするための方策を考えるべき

ではないか。 
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８ 道州制特区推進法の活用                              

 

・道州制特区推進法を改正して、３都府県以上の広域連合も同法の対象団体とすべ

きではないか。 

 

９ 今後の議論の進め方                     

 

＜今後の議論の手順について＞ 

・道州制基本法の検討を進める前に、国民的な議論を喚起するため、まず道州制の

ビジョンを示さなければならないのではないか。 

・道州制の議論にあたっては、地方や国民各界各層との意見交換をさらに行い、十

分に議論を深めていくことが重要ではないか。 

・最終報告の時期を当初の平成２２年３月から前倒すべきではないか。 

・工程表を策定するための専門委員会を設置すべきか。あるいは懇談会で議論すべ

きか。 

 

＜地方分権と道州制の関係について＞ 

・まず地方分権改革を進め、その先に道州制があるのではないか。 

・地方分権改革の取組みを推進していくことが将来の道州制の実現に向かって確か

な道筋をつけることになるのではないか。 

・地方分権改革と道州制の議論は、地方がみずから責任を持って決定をしていく分

権型社会、地域主権型社会の実現を目指す点では、同じ方向の議論をしているの

ではないか。 

・地方分権と道州制は対立するものでない。地方分権改革を具体的に進めながら、

道州制についても議論は進めるべきではないか。 

 

＜道州制基本法（仮称）について＞ 

・平成２１年度通常国会に「道州制基本法（仮称）」を提出し、成立を目指すべき

ではないか。 

・残された課題についての検討が不十分であり、地方の意見も十分に聴いていない。

また、地方分権改革を実現するために政治決断が求められている状況下で、道州

制基本法（仮称）にかかる報告を急ぐべきではないのではないか。 
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道州制ビジョン懇談会税財政専門委員会 

～これまでの主な意見～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【道州制ビジョン懇談会 中間報告】 
６．道州制における税財政制度 
（１）税財政制度の基本原則 

地域主権型道州制における税財政制度については、当懇談会に専門委員会（税財政等検討委員

会）を設け、一年を目途に具体的な検討を進め、その結果を本懇談会で議論し、最終報告にとり

まとめる。 
その際、国、道州、基礎自治体が、それぞれ担う役割と権限に見合った財源をそれぞれ確保で

きるように税の性格によって分割された税源を分配するとともに、徴税等の方法も含めた税制の

抜本的な見直しを行ない、基礎自治体や道州にも偏在性が小さく、安定性を備えた新たな税体系

を構築することを旨とする。 
道州及び基礎自治体が、自主性、自立性を発揮し、それぞれの状況や特性あるいは住民の意思

に適応した政策を展開し、相互の発展的競争を可能にするため、道州及び基礎自治体には、それ

ぞれに付与された権限分野において、税目ならびに税率等を独自に決定し、みずから財源を確保

できるよう、課税自主権を付与する。 

 

＜基本原則＞ 

 

・財源と権限はセット 

・役割と権限に見合った財源を確保できるよう、税の性格によって分割された財源を分配 

・偏在性が小さく、安定性を備えた税体系を構築 

・道州、基礎自治体へ課税自主権を付与 

 

＜権限・事務の分担と税源配分のあり方＞ 

 

 ・国会が行政権をコントロールするという大枠は譲れず、各道州が勝手に行政権を行使す

るのは憲法違反ではないか 

 ・地域主権型といっても、憲法に適合するものかどうかの判断は司法（最高裁）の役割と
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なる以上、完全に地方に任せることはできないのではないか 

・国・道州・基礎自治体間で重複無く配分することが適切かどうか、議論の際には注意

が必要 

・国土政策、農林政策、教育等は国・地方が協力して対処する問題が多いため、議論が

必要 

・国際競争の中での国の役割 

・現代のグローバル化した世界の中では、経済政策や地域振興については国が責任を持

つべき 

・現行憲法下で、条例でどの程度まで課税ベース、税率を定めることができるか、根源

的な行政権をどの程度まで担うことができるか 

・ナショナル・ミニマムの範囲はどの程度か 

 ・ナショナルミニマムの確保に関しては、国と出先機関が一元的に行うタイプから、国は

ナショナルミニマムの保障という理念のみを謳い、水準や対象の設定から財源負担まで

すべて道州、基礎自治体で行うタイプまで様々考えられるため、どのように制度設計す

べきかまで考えるべき 

・中間報告の国の役割（１６項目）は例示であり、さらに役割分担を考えていくべき 

・補完性の原理、近接性の原理に基づき役割分担を整理すべき 

・生活保護は憲法上、国の責任であるため、国税を財源とすべき 

・年金、医療保険は基礎自治体を中心とし、道州・国からの助成について検討すべき 

・年金、医療保険は国の役割 

・年金は国の役割、生活保護、医療保険は道州又は基礎自治体の役割 

・広域犯罪対策以外の警察治安は道州に一元化すべき 

・防衛に関しては、国と沖縄の役割分担の議論が必要 

 ・国・地方の税源配分は、国・地方の具体的役割分担に応じ検討 

 ・税財源の配分については、フロー面だけではなくストック面（資産・負債を国・道州で

どのように配分するか）も合わせて考えるべき 

 ・税源配分の話と同時に、徴税組織・徴税方法についても検討することが必要
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【道州制ビジョン懇談会 中間報告】 
６．道州制における税財政制度 
（２）道州債の発行 

道州は、財政状況について徹底した情報公開を行ったうえで、みずからの責任によって債券を

発行することができる。 

 

＜道州債の発行＞ 

 

・財政状況について情報公開の上、自らの責任において道州債を発行 

・国・道州の起債はそれぞれの判断により市場で行うべき。日本銀行との調整は「国・

道州調整会議」で行うべき 

・道州債の発行に当たっては市場原理を活用することが原則だが,ナショナルミニマムを

構成する公共サービスに係る道州債が市場で調達できない場合には,現行の地方債計

画に準じた制度による財源保証も有効 
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【道州制ビジョン懇談会 中間報告】 
６．道州制における税財政制度 
（３）国の資産及び債務の取り扱いについて 

地方自治体への税財源の移譲に関して最大の議論は、国の資産及び債務の取り扱いである。こ

れまでの道州制議論が国のかたちの本質に迫れなかった根拠もこの点にある。この点について本

懇談会では国の資産（道路、治水利水等の公共施設、文化教育施設等）は道州に売却、国の債務

を軽減する案が提案された。その場合、道州全体における権限・税財源の移譲が同時に行われる

べきである。 
この点については、今後、専門委員会（税財政等検討委員会）で一年を目途に検討し、最終報

告に向け具体的検討を行なうこととする。 

 

＜国の資産・債務の取り扱い＞ 

 

・国の資産は道州に売却し、国の債務を軽減 

・道州が時価で買い取り、道州債で償還すべき 

・道州が買い取るということは、国の借金を道州に押しつけ、既発の地方債への影響が

大きいことから、慎重に検討すべき 

・仮に道州が資産を買い取り、償還することとなれば、その経費も道州に必要な財源と

して積み上げ、税財源の配分を考える必要 

・建設国債については、資産の移管と同時に債務も移管し、赤字国債については、移譲

される税源見合いで残高を移管するべき（国債の種類により考え方を変える必要） 

・債権者保護の観点から国が引き続き償還事務を行う場合には、国に安定的な償還財源

を残すことが必要 

・直轄負担金の入っている事業など国の資産でも地方の金が入っているものがあるが、

これについての評価の方法について議論が必要 
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【道州制ビジョン懇談会 中間報告】 
６．道州制における税財政制度 
（４）財政調整制度 

税源の偏在や公共事業、国立施設の偏在が著しい現在の状況では、すべての道州及び基礎自治

体が財政的に完全に自立することは困難である。そのため、みずからが課す税だけでは財源が不

足する道州及び基礎自治体については、その役割に応じて必要となる財源を確保することを大前

提とした上で、財政調整が必要となる。 
地域主権型道州制の下における経済及び財政格差の調整についても、今後、専門委員会（税財

政等検討委員会）において、最終報告に向け具体的検討を行なうこととする。 

＜財政調整制度＞ 

 

 ・ナショナルミニマムの確保に関する制度設計や運営体制の構築、財政負担の多くを国が

担う場合には、国税から配分することが必要 

・偏在性の小さい、安定性を備えた税体系の構築が前提 

・国税の根幹は法人税、道州税の根幹は所得税、基礎自治体税の根幹は財産課税及び酒

税、たばこ税等の消費に課し、燃料税を道州間調整財源に、消費税を国・道州・基礎

自治体及び調整財源にあてるべき 

 ・消費税を地方税の中核・基幹税に据えるべき 

・消費税、所得税のかなりの部分を道州、基礎自治体に移譲すべき 

・法人税は一定の割合を道州へ移譲すべき 

・国、道州、基礎自治体、道州間調整財源の割合をおおむね３：３：３：１とすべき 

 ・税収配分について３：３：３：１ありきの議論はすべきではなく、影響額の大きい生活

保護・公的年金分野の役割分担によるべき 

・財政の所得再配分機能をどこが担うのかにより、国・道州・基礎自治体への税目の割

振が変わりうる 

・税率等に関する道州の裁量を拡大するなど、課税自主権を拡大すべき 

・財源の配分比率を決定するためには、まず国から地方へ移譲する事務・事業の内容を

決めることが必要 
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・都道府県が道州に広域化することに伴うコスト減も税財源の配分に反映することが必要 

・合併等により道州に広域化した場合には、道州の行政レベルを、従前高レベルであっ

た自治体に合わせざるをえず、逆にコスト増となる 

・道州に広域化した場合に生ずると考えられる、コストに関するメリットついては、デ

ータの整備が必要 

・道州間調整財源を確保し、道州間協議をもって水平的調整をすべき 

 ・道州間で水平調整を行う場合では、国や道州間で争いが出てくることも考えられること

から、裁定・調整機関を設けることが必要 

 ・地方共有税の道州間配分については、道州間の政策機構の間でうまく調整がとれる必要

があるが、基礎自治体における財源の偏在や財力、財務体質の強弱の多様性から、その

調整がうまくいくか不安 

・国民の最低限の生活保障などを考えると、実務的には水平調整は困難であり、垂直的

な調整が必要 

・日本のように一人あたりの税収に大きな格差がある場合は、水平的財政調整制度がう

まく機能しないのではないか 

  憲法にいう法の下の平等の観点から、市町村についても国から直接交付する制度が

必要 

・垂直でも水平でもない、財政調整の方法を考えるべき 

・課税の問題等の道州間調整は国が責任をもって行うという視点が必要 

・EU においてなされているように、道州を超える問題が起きたときの処理を国の事務と

せず、道州が協力の上、調整してまとめていくということが重要 
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区割り基本方針検討専門委員会における主な意見 

 

１ 検討にあたっての基本原則                  

 

① 経済的・財政的自立が可能な規模 

② 住民が帰属意識をもてるような地理的一体性 

③ 歴史・文化・風土の共通性 

④ 生活や経済面での交流 

⑤ 戦後半世紀の官民による広域ブロックの政策主体のエリア 

 

 

２ 議論の進め方、区割りの基本的な考え方            

 

・ 上記の考慮事項を全て完全に満たすことは困難であり、実際に区割り案を示す

段階になれば、①の要素よりも③の要素が強く求められるのではないか。 

・ 具体の区割りの線を引くことはいつでも実務的にはできるが、それでは意味が

なく、全国の地域の歴史、風土、帰属意識などを考慮し、じっくりと議論を行う

ことが必要なのではないか。 

・ さまざまな区域例で案が異なる地域を中心に定量的分析をすべきではないか。 

・ 地方制度調査会、自民党道州制本部、国土審議会の議論で出てきた地域区分を

参考とすべきではないか。 

・ 風土性（自然・環境・歴史・文化）による地域区分について詳しく資料を見て

いく必要があるのではないか。 

 

 

３ 道州制の区割りを定める際の考慮事項             

 

①経済的・財政的自立が可能な規模 

・ 道州制の制度設計（税財政制度等）の在り方を見極めながら議論すべきなので

はないか。 

1828



 

2 
 

・ 税財政専門委員会の税配分のあり方等についての結論を見て考えていくべきで

はないか。 

 

②住民が帰属意識をもてるような地理的一体性 

・ 住民の帰属意識については、現在の帰属意識と昔の帰属意識を網羅しつつ、住

民との意見交換を通して考えていくしかないのではないか。 

・ 他の地域との結びつきの意識については県の新聞がその意識形成に大きくかか

わっているのではないか。 

・ 国の中長期戦略に基づいてなされる区割りと住民の帰属意識に基づく区割りは

ねじれるのではないか。その調整は難しいのではないか。 

 

③歴史・文化・風土の共通性 

・ 急峻な山岳地帯といった日本列島の自然的な特徴が地域区分に重要な役割を果

たすのではないか。 

・ 現在の都道府県の形は、歴史的に形成されてきた交流圏の影響を大きく受けて

きたのではないか。 

・ 衣食住の視点からなされた地域区分は、戦後の高度成長の過程を経た後も根強

く残っているのではないか。 

・ 明治の初期までの農業社会における区分で生まれた文化や住民感情は現在でも

消えていないのではないか。 

・ 時系列的に見れば、①明治初期までの文化や住民感情と地形・気候、②その後

の工業社会における変化、③さらに高度成長期以降の新幹線と高速道路網と情報

化という交通・通信ネットワークの形成という３段階で、地域区分が大きく変わ

ってきたのではないか。 

・ ４大工業地帯の形成と鉄道網等の近代交通手段の発達によって、表日本と裏日

本の区分化が進んできたのではないか。 

・ 工業は確かに見た目は地方に分散してきているが、製造業の従業員 1人当たり

の付加価値額は、太平洋ベルト地域とそれ以外の地域でかなり差が出ているので

はないか。 
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・ 区割りの線引きにあたっては、産業構造自体が地域ブロックごとに均等化して

いるのか、どれくらい格差があるのかを見ていくべきではないか。 

・ 日本の企業においては、意思決定機能が中央に集中する一方で生産現場は各地

方にほぼ均等に分散していると思うが、それに合った行政体の区割りを考えてい

く必要があるのではないか。 

・ 大学については州の括りで考える必要はなく、州境を越えて設置されてもいい

のではないか。 

 

④生活や経済面での交流 

・ 日本列島では一極集中してしまうのは面積的に仕方がないにしても、どのよう

に人が移動してその一極に移動しているのかを見ていくべきではないか。 

・ 交通体系が住民の日常生活、帰属意識に絡むことを考えれば、５年先、10 年先

のインフラ整備状況を考えながら議論していくべきではないか。 

・ 通勤・通学量といった人の移動データや、物流等に係る客観的なデータを見な

がら区割りの議論を進めるべきではないか。 

 

⑤戦後半世紀の官民による広域ブロックの政策主体のエリア 

・ 戦後半世紀の間にブロックごとに地域政策をリードしてきた知事会、地方経済

団体連合会、あるいは地方整備局や地方農政局といった国の地方支分部局の動き

を把握すべきではないか。 

 

⑥その他 

・ 衆議院及び参議院の選挙区の問題について考える必要があるのではないか。 

・ 衆議院及び参議院の選挙区の問題については、道州制導入の最終段階で問題 

になるものであり、議論の優先順位としては高くないのではないか。 

・ ＮＴＴドコモのサービス地域区分が区割りのあり方として適当ではないか。 

・ 諸外国の区割りを見ると、ＥＵの取組みの影響を受けつつも、フランスが最も

中央集権を維持しながら、ドイツは徹底した分権の下で、そしてイタリアがその

中間の状態で区割りをしてきたと言えるのではないか。 
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・ ＥＵでは、州単位での経済的地域間バランスを保つために基礎的地位単位とし

てＮＵＴＳⅡを導入したのではないか。 

 

 

４ 道州制の区割りを定める手続き                

 

・ 道州の区域を定める具体の作業については、道州制基本法制定後、同法に基づ

き検討し、確定される詳細な制度設計を前提に、住民や地方自治体の意見を十分

反映しながら最終的な段階で進めることが重要ではないか。 

・ 区割りの基本方針については、案の策定過程における透明性を確保することが

きわめて重要ではないか。 

・ 区割りの在り方が地域やそこに暮らす住民に大きな影響を及ぼすことを考慮す

れば、経済界や言論界、全国的な連合組織の特定の視点のみではなく、幅広く国

民各界各層とキャッチボールをしながら意見を反映していくことが必要なので

はないか。 

・ 区割りの検討のためには、道州制導入に向けて国民世論が下から湧き上がって

くることが必要ではないか。 

・ 区割り案を国民に提示する際には複数の案を用意するべきではないか。 

 

※ 道州の区域を定める際のプロセスとして、道州制ビジョン懇談会中間報告では、

次の３つの事項が掲げられているところである。 

① 道州の区域設定にはその道州の住民の意思を可能な限り尊重すること 

② 道州の区域設定は法律によること 

③ 道州制移行後においても道州の区域の修正を可能とすること 

   これに関して、道州の区域は、一定の基準に従ってアプリオリに決定されるも

のではなく、国民が納得できる民主的プロセスを経て決定されることが極めて重

要であるとの意見があった。また、憲法との整合性をどう考えるかとの意見があ

った。 
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道州制の区割り案

５
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地方知事会

国の支分局

公益地域企業
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・地理的一体性
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広域経済圏

人の移動
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情報交流

資金循環

歴史的一体性
自然的共通性

地形・気候
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文化＝生活様式の共通性

１．風土性

区割り基本方針ー考慮事項 矢田作成
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16 中央教育審議会
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中央教育審議会（第70回）　配付資料
1．日時

平成21年7月30日（木曜日）14時～16時

2．場所

学士会館210号室

東京都千代田区神田錦町3－28

3．議題

1.  今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について審議経過報告 
2.  中長期的な大学教育の在り方に関する第一次報告 
3.  教育安心社会の実現に関する懇談会報告 
4.  その他 

4．配付資料

●     第5期中央教育審議会委員名簿 
●     中央教育審議会運営規則(平成21年2月10日中央教育審議会決定）第3条第2項の表の下欄に掲げる事項に係

る諮問について（平成21年2月～7月） 
●     今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について（審議経過報告） 
●     中長期的な大学教育の在り方に関する第一次報告 
●     中長期的な大学教育の在り方に関する第一次報告（概要） 
●     教育安心社会の実現に関する懇談会報告～教育費の在り方を考える～ 

5．出席者

委員

三村会長、梶田副会長、田村副会長、安彦委員、安西委員、飯野委員、岩﨑委員、浦野委員、大日向委員、大嶺委
員、岡島委員、荻上委員、金子委員、菊川委員、郷委員、小嶋委員、小松委員、篠原委員、曽我委員、寺島委員、
増田委員

文部科学省

坂田事務次官、清水文部科学審議官、森口文部科学審議官、山中大臣官房長、板東生涯学習政策局長、金森初等中
等教育局長、德永高等教育局長、布村スポーツ・青少年局長、西阪文教施設企画部長、上月生涯学習政策局政策課
長、他

お問い合わせ先

生涯学習政策局政策課

政策審議第一係 
電話番号：03－5253－4111（内線3458） 
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http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/meibo/1243166.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/gijiroku/attach/1283227.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/gijiroku/attach/1283227.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/21/07/1282621.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/houkoku/1269944.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/gijiroku/attach/1283263.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/21/07/1281312.htm


中央教育審議会（第71回）　配付資料

1．日時

平成22年1月21日（木曜日）13時～14時半

2．場所

学士会館210号室

東京都千代田区神田錦町3-28

3．議題

1.  大臣等挨拶 
2.  教育政策·施策の基本的考え方について意見交換 
3.  その他 

4．配付資料

●     資料1.第5期中央教育審議会委員名簿 

●     資料2-1.平成22年度文部科学省予算（案）について  （PDF:282KB）  

●     資料2-2.高校実質無償化関係資料  （PDF:179KB）  

●     資料2-3.今後の学級編成及び教職員定数の改善について  （PDF:85KB）  

●     資料2-4.教員の資質向上方策の見直し関係資料  （PDF:254KB）  
●     資料3.キャリア教育·職業教育特別部会における審議状況について 

●     資料4.大学分科会における審議状況について  （PDF:225KB）  

5．出席者

委員

三村会長、梶田副会長、田村副会長、安西委員、飯野委員、岩﨑委員、宇津木委員、浦野委員、衞藤委員、大日向
委員、大嶺委員、金子委員、菊川委員、小松委員、篠原委員、曽我委員、菱沼委員、増田委員

文部科学省

中川副大臣、鈴木副大臣、後藤大臣政務官、高井大臣政務官、鳥居文部科学省顧問、清水文部科学審議官、森口文
部科学審議官、板東生涯学習政策局長、金森初等中等教育局長、徳永高等教育局長、磯田研究振興局長、布村ス
ポーツ·青少年局長、上月生涯学習政策局政策課長、他

お問い合わせ先

生涯学習政策局政策課

政策審議第一係 
電話番号：03-5253-4111（内線3458） 
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http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/gijiroku/__icsFiles/afieldfile/2010/02/24/1289540_2.pdf
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/gijiroku/__icsFiles/afieldfile/2010/02/24/1289540_3.pdf
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/gijiroku/__icsFiles/afieldfile/2010/02/24/1289540_4.pdf
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/gijiroku/attach/1289546.htm
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17 厚生労働大臣との
意見交換等
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厚生労働大臣と全国知事会との意見交換会の開催につい
て(2009年12月 4日)

　１２月４日（金）、本会は地域医療再生（診療報酬・医師確保等）につい
て、長妻厚生労働大臣及び足立厚生労働大臣政務官と意見交換を行いました。
本会からは、神田社会文教常任委員会委員長（愛知県知事）、橋本茨城県知
事、古田岐阜県知事及び加戸愛媛県知事が出席しました。 
　 意見交換会の資料は、下記のとおりです。

 
長妻厚生労働大臣、足立厚生労働大臣政務官

 

 
全国知事会側出席者 

（左から橋本茨城県知事、古田岐阜県知事、神田愛知県知事、加戸愛媛県知
事）

１．次第 
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http://www.nga.gr.jp/news/1.SIDAI.pdf


２．出席者名簿 
３．座席表 
４．資料１　意見交換会ポイントペーパー 
５．参考資料　各都県提出ポイントペーパー
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子ども手当等に関する厚生労働大臣・地方６団体会合 
 
 

平成２２年１月１３日（水） 
1 5 : 0 0 ～ 1 5 : 4 5 
厚生労働省省議室（９階） 

 
 

議  事  次  第 
 
 
○ 議事  
 ・子ども手当について 
  ・その他 
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子ども手当等に関する厚生労働大臣・地方六団体会合 

出席者名簿 

 

 

○厚生労働省 

長 妻 大 臣  

長 浜 副大臣 

山 井 政務官  

 

○地方六団体 

全国知事会     麻生会長(福岡県知事) 

全国都道府県議会議長会 金子会長(鹿児島県議会議長) 

全国市長会    森会長(長岡市長) 

全国市議会議長会  五本会長(富山市議会議長) 

全国町村会    山本会長(福岡県添田町長) 

全国町村議会議長会  野村会長(長野県上松町議会議長) 
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